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１．イタリアの不正競争に関する規定

1942 年イタリア民法（以下「民法」）第 2598 条は，

識別力ある標識及び特許権の保護に関する規定に従っ

て，以下に該当する事業者は不正競争行為を行う者で

あると定めている。

１）他人により適法に使用されている名称又は識別力

ある標識と混同を生じさせるおそれのある名称又は

識別力ある標識を使用する者，又は競争者の製品を

隷属的に模倣する者，又はその他の手段により競争

者の製品及び営業との混同を生じさせるおそれのあ

る行為を行う者（民法第 2598 条第 1号）

２）競争者の製品及び営業について当該競争者の信用

を棄損するおそれのある情報及び意見を拡散する

者，又は競争者の製品若しくは事業の優れた品質を

自分のもののように扱う者（民法第 2598 条第 2号）

３）取引における公正な慣行の原則に適合せず且つ競

争者の事業を損なうおそれのある他の手段を直接的

又は間接的に利用する者（民法第 2598 条第 3号）

上記のとおり，民法第 2598 条第 1号，第 2号及び第

3 号は，事業者が他の事業者に損害を与えるために

行った異なる種類の不正競争行為を対象とすることを

目的としているものの，競争者の製品の外観の模倣を

構成する行為は，知的財産権の侵害の有無にかかわら

ず，事案の事情に応じて，前記規定のいずれか又はそ

の全部が適用されるきっかけとなる可能性がある。勿

論，民法第 2598 条第 1号，第 2号又は第 3号のどれに

基づいて請求するかによって，証明しなければならな

い要素は異なってくる。

２．隷属的模倣からの保護

民法第 2598 条第 1号に含まれる行為は，「混同を生

じさせる不正競争行為」と言われており，二つの製品

の外観が類似することにより商品の出所について需要

者に混同を生じさせるおそれがある場合に関するもの

である。

隷属的模倣では，一方で，真正品の外観に識別力が

あること―需要者の認識において当該製品が特定の企

業と関連づけられていること―が要求され，他方で，

その模倣によって競争者の製品及び営業について市場
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競争者による製品の形態及び外観の模倣の問題は，イタリアの不正競争防止に関する規定のもとで対応され

ることがある。不正競争防止に関する規定としては，混同を生じさせる隷属的模倣に関する個別規定（民法第

2598条第1号），「類似品（look-alikes）」からの保護の根拠としてよく引用される，価値の不正利用に関す

る規定（民法第2598条第2号），公正な商慣行に反する行為を対象とし，競争者の製品の寄生的模倣の請求

の根拠ともなり得る一般条項（民法第2598条第3号）などがある。もっとも，民法第2598条第3号に規

定されている一般条項が適用されるのは，商人及び事業者の視点から見て，模倣された要素に依然として「独

創性」を認めることができる場合に限られる。問題の要素が機能的な要素にすぎず，かつ，特許の存続期間を

超える期間にわたり市販されていた場合がこれに該当することは滅多にない。
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に混同を生じさせるおそれがあることが要求される。

第 1の要件については，隷属的模倣からの保護を受

けることができるのは，識別力又は独自性を有する形

態のみである。言い換えれば，模倣は，関連する需要

者の視点において当該製品を競争者の製品と区別する

ことを可能とする要素について行われていなければな

らない。従って，問題となる要素は，創作的なもので

なければならないのであり，すなわち，標準化された

ものであってはならず，また単に機能的又は審美的な

必要によるものであってもならないのである(3)。

もっとも，競争者の製品の形状を完全に複製しなく

ても同一の機能的又は審美的結果を得ることができる

場合には，模倣者は，いわゆる「損害を与えない変形」

を導入して自己の製品を差別化する責任を負う(4)。

第 2の要件については，製品の形態又は包装が類似

しているために，製品間に混同を生じるおそれがある

ことが立証できる場合には，民法第 2598 条第 1 号を

根拠とすることができる。混同のおそれの判定は，購

入時の平均的な需要者による全体的な捉え方を基準と

して行われる。

混同の概念には，混同の具体例である連想の概念も

含まれる。これについては，立法者が商標問題におい

て明確に認識しており（産業財産法第 20 条の現行の

文言を参照。1988 年 12月 21日の理事会指令 89/04/

CEEを実施するために 1992 年に改正された商標法第

17条 b）により定められた規定に言及している。），確

立された判例法の原則に基づき不正競争事件にも適用

される(5)。

問題の製品に別の識別力ある標識が付されていたと

しても，その標識が需要者側に同一の総合的印象を与

えるものであるならば，隷属的模倣であることが認定

される可能性がある(6)。特に量販用の製品又はその他

の製品でそれを選択することに平均的な需要者が低い

関心しか払わないようなものが，この場合に該当する

と考えられる(7)。

例を示すと，ミラノ裁判所は，以下に示す靴につい

て，民法第 2598 条第 1 号に基づく隷属的模倣である

ことを認定した(8)。

真正品の靴 模倣品の靴

ただし，同じミラノ裁判所は，以下に示すエンジ

ン(9)については，両製品の全体的な外観が機能的な必

要に決定付けられるものであり，これが現在は市場に

おいて標準となっているとの結論に基づき，民法第

2598 条第 1 号に基づく隷属的模倣であることを認め

なかった。

コピー製品とされるエンジン真正品のエンジン

３．「価値の不正利用」としての類似品からの保護

民法第 2598 条第 2 号は，いわゆる「価値の不正利

用」を規定しており，通常は，一定の製品の品質の不

実表示を対象としている。これには「実際には他人に

帰属する品質を単に持つと述べる」場合に留まらず，

事業者が「一般公衆に対して，周知となっている競争

者又はその者の製品と自身が何らかの明確なつながり

があるように示す」場合も含まれる。「例えば，ある事

業者がどうにかして市場に行き，『XYという会社又

は商品を知っているか？ 弊社は XY のような会社

で，弊社の製品は XYの製品と似ている』と言うよう

な場合である」(10)。

この規定は，周知製品の識別力ある外観（包装を含

む。）を，市場でのその製品の名声を利用するために模

倣者がまねる「類似品」の場合に適用される。実際，

イタリアの学説では，他の事業者の製品の最も独特な

特徴を複製する行為は，民法第 2598 条第 2 号に基づ

く不正な関係付けの典型的事例であるとされている。

つまり，模倣者は，競争者の製品の外面的な特徴を模

倣することによって，自分の商標を付帯させているか

どうかにかかわらず，公衆に対して「『私の製品はあな
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たが既に知っている他の製品と似ているし，外観も同

じです』(11)と言うこと」を実質的にできるのである。

民法第 2598 条第 1 号に基づく隷属的模倣との最も

重大な違いは，民法第 2598 条第 2 号に基づく不正競

争は，その行為によって二人の競争者の製品間に混同

を生じるおそれがあるか否かにかかわらず，認定され

る場合があるという点である。

この場合，模倣者は，第三者の製品の品質を自己の

製品に転移させることを実は狙っているのであるが，

自分がこの関連付けようとする競争者と同じ事業者で

はないことも，また，その競争者とは契約上又は経済

上の関係がないことも，明確にしたいのである(12)。こ

のような行為は，競争者が市場において自分の存在を

確立するために行ってきた努力を，不当に利用するも

のである。つまり，新しい製品は，既に存在している

製品の後を追って発売されたものであり，新製品が関

係付けによって不当に想起させようとする特定の特徴

と品質のおかげで公衆に知られているのである。

従って，模倣が不法なものであると認定されるため

には，混同のおそれは要求されない。ただし，場合に

よっては，少なくとも当初は需要者の認識において真

正品との結びつきが確立されるので，ある程度は「購

入後の混同」が存在すると主張されることもあるかも

しれない(13)。

より正確に言うと，真正品に固有のいくつかの要素

の名声に「ぶら下がる（hooking）」又は「ただ乗り

（free riding）」することによって，模倣者が不当な利

益を得ることを証明しなければならない。これは，欧

州連合商標に関する 2017年 6 月 14日付けの EU規則

第 2017/1001 号の第 9条第 2項 c)の規定により，競争

者が「欧州連合商標の識別力又は名声を不正に利用す

る」場合に求められることと同様である。

特に民法第 2598 条第 2 号は，製品の形態又は包装

の間に類似性があり，そのため模倣者が市場における

真正品の形態の知名度を不正に利用することが可能で

あることを証明するよう権利者に義務づけている。こ

の場合にも，それぞれの製品にはっきりと分かるよう

に別の商標が付されているという事情は，識別力ある

要素が模倣されている場合には，不正競争を否認する

上で関係しない(14)。

例を示すと，トリノ裁判所は，以下に示すエアドラ

イヤーの包装について，民法第 2598 条第 2 号に基づ

く不法な類似に該当すると認定した(15)。

真正品の包装 類似品の包装

他方，同じトリノ裁判所は，以下に示すポテトチッ

プスの包装について，民法第 2598 条第 2 号に基づく

不法な複製であることを認めなかった(16)。

４．寄生的模倣からの保護

民法第 2598 条第 3 号は，公正な商慣行に反する行

為を幅広く規制する一般条項を含んでいる。裁判例も

学説も，公正競争ルールに反する様々な行為を特定し

ており，その全てがこの一般条項の適用範囲に含まれ

る。最高裁判所が繰り返し判示しているように，同業

者倫理の基準は，互いに競争する会社について憲法第

41 条が規定する公正の一般原則の範囲に含まれるの

であり，尊重しあう会社同士による公正取引ルールの

相互遵守を基本とするこの基準に違反して不当に利益

を得ようとする者は罰せられる。

この規定は，本来的に不正である特定の模倣行為に

ついても適用され，かかる模倣行為は，競争者の製品

の形状，大きさ及び仕様を全体的に不正利用する目的
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の行為である（いわゆる「寄生的模倣」）。

原則として，「寄生的（parasitic）」という用語は，イ

タリアの裁判所や学説において，競争者によって行わ

れる商業活動を系統的かつ継続的に模倣すること（そ

の製品の外観に限らず，広告キャンペーン，流通経路，

マーケティング戦略等を含む）から成る特定の不正競

争行為を指すために使用されている用語である。この

ような行為は，典型的には民法第 2598 条第 3 号

「concorrenza sleale parassitaria」（すなわち「寄生的

不正競争」）に規定されており，「隷属的模倣（slavish

imitation）」や「類似（look alike）」の概念には該当し

ない。

しかし，ここ数年，イタリアの裁判所は，第三者の

製品の隷属的及び完全な模倣に関する一連の事件を

扱っており，この行為について「実際の行為が寄生的

不正競争に該当するかどうかにかかわらず，イタリア

憲法第 41 条に規定され，民法第 2598 条第 3号により

罰せられる一般原理に著しく反する行為である」(17)と

認定している。いくつかの事件では，隷属的模倣又は

価値の不正利用の要件を充足するかどうかにかかわら

ず，他の会社の製品を何の変更も加えずに完全かつ隷

属的に複製する行為はそれ自体が，同業者倫理の原則

に反すると明確に判示された(18)。

特にミラノ裁判所は，「民法第 2598 条第 1号に基づ

く混同のおそれが存在しないとしても，第三者の製品

の隷属的かつ完全な模倣は・・・製品の外観について

だけでなく，（例えそれが特許を受けられないもので

あったとしても）技術面・機能面の全てについて革新

的な特徴を備えた製品を市販するために他人が行った

投資を不正に且つ無償で利用し，さらに，真正品が既

に獲得している商業的名声から利益を取得する廉価な

製品を市場に溢れさせ，同時に，真正品の商業的価値

を棄損させることができるものである」(19)と判示した。

隷属的模倣及び「類似」については，民法第 2598 条

第 3号に鑑みて明白かつ一般的に同業者の不正行為に

なる場合は，何らかの知的財産権侵害があったことを

立証する必要なしに，不正競争ルールに基づいて寄生

的模倣からの法的保護を利用できるべきである。

しかし，より最近にミラノ裁判所は，かかる行為の

不公正さを評価するには，知的財産権の保護期間の制

限を考慮し，その期間を過ぎれば特殊な状況下でしか

不正競争を認定できないことを考慮して，評価しなけ

ればならないと明確に判示した。

ミラノ裁判所は，隷属的模倣に関して最高裁判所が

確立した一般原則に基づいて解釈した。具体的には，

最高裁判所によれば，「特許製品を実施する排他的権

利に対して期限を設けながら，何の知的財産権も存在

しない製品の所有者に対して排他的かつ無期限の製品

の使用権を付与したとすれば，奇妙といえるだろ

う」(20)。

従って，ミラノ裁判所は，民法第 2598 条第 3号に基

づく複合的製品の寄生的模倣からの保護の要件は，問

題の製品が「独創性を有するとみなす」ことができな

い場合には満たされないと結論付けた。これは，「そ

の独自性が使い果たされた，つまり・・・創作活動の

ために投じられた資本が真正品の事業者により（少な

くとも一般的に発生し得るものとなることで）償却さ

れて，特殊な製造及び／又は販売方法が，知識及び経

験という点で最終的にはその分野で活動する全ての関

係者にとっての共有資源となり」，その結果，「最初に

開発され，形成されたときには，独創性のあるもの

だったが，その後一般的な知識となり，かつ，非個性

的なものとなった営業を複製する行為は，第三者の企

業に損害を与え得るような，同業者の公正に反する行

為ではなくなった」(21)ということである。

上記原則に基づいて，ミラノ裁判所は，以下に示す

エンジンについて，民法第 2598 条第 3 号に基づく寄

生的模倣ではないと判断した(22)。

真正品のエンジン コピー製品とされるエンジン

ただし，同じミラノ裁判所は，以下に示す動力芝刈

り機については，真正品の元販売業者により行われた

広範囲の模倣（極細部に至るまで）であることに鑑み

て，民法第 2598 条第 3 号に基づく寄生的模倣である

ことを認めた(23)。
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コピー製品の動力芝刈り機真正品の動力芝刈り機

５．利用できる救済手段

上述した複数の要件を考慮すると，競争者の製品を

模倣する行為は，隷属的模倣，価値の不正利用（類

似），又は寄生的模倣のいずれかによって不正競争行

為となる。イタリアの裁判所は次のことを行うことが

できる。

ⅰ．侵害者によるコピー製品の生産，輸入，輸出又は

市販を禁止する

ⅱ．不正競争を認定する判決文の全部又は一部を複数

の新聞，ウェブサイトその他のメディアに発表する

ことを命じる。ただし，公表が原告の被った損害の

回復に資する可能性がある場合に限る。

ⅲ．侵害者がそれ以上の違反をするか，又は裁判所の

命令に従うことを遅延させる場合には（例えば，コ

ピー製品をさらに市販する行為，又は裁判官の設定

した期間内の判決文の公表を遅らせる行為），特定

の金額が支払われるよう決定する。

ⅳ．不法行為における補償の標準規則に従って侵害者

に対して原告への損害賠償を命じる（民法第 2600

条）。

上記の救済手段は重畳的なものであるが，損害賠償

の認定は，通常の本案手続の結果としてのみ可能であ

る。一方，差止めによる救済及び関連救済手段は予備

的手続を開始して求めることができる。

６．結論

製品の形態が提訴可能な知的財産権により保護され

ない場合は，競争者によるその模倣に対しては，イタ

リアの法律では，民法第 2598 条に定められた不正競

争に関する規定に基づき対応することが可能である。

民法には，需要者に混同のおそれを生じさせる識別力

ある要素の隷属的模倣に関する個別規定（民法第 2598

条第 1号）と，イタリアの学説及び裁判所が「類似品」

からの保護の根拠としてよく引用している，価値の不

正利用に関する規定（民法第 2598 条第 2号）の両方が

含められている。

上記の規定に基づく不正競争の請求の根拠とするた

めには，模倣は，購入時に平均的な需要者にはっきり

と分かる製品の外部要素について行われていなければ

ならない。もっとも，最初の事例では，そのような要

素の識別力の保護は，製品の出所に関する混同を回避

することを考慮して認められた。二番目の事例では，

これに代えて，需要者に混同のおそれがあったかどう

かにかかわらず，そうした要素に関連する周知性や名

声に不正利用からの保護が与えられている。

また民法第 2598 条第 3 号には，公正な商慣行に反

する行為を対象とする一般条項が含められており，こ

れは製品の寄生的模倣の請求の根拠となり得る。この

場合には，複合的製品の内部及び機能的な要素であっ

ても，競争者によるその実際の形状，大きさ及び仕様

の寄生的模倣からの保護を受けることがある。

もっとも，イタリアの最近の判例法では，隷属的模

倣又は価値の不正利用は問題となっておらず，最初か

ら知的財産権を利用できなかったり，既に知的財産権

が失効してしまっている場合において，保護を回復さ

せるために民法第 2598 条第 3 号を利用することはで

きないことが明らかにされている。

競争者の製品の寄生的模倣は，不正行為とみなさ

れ，民法第 2598 条第 3 号に規定されている一般条項

が適用されるきっかけとなる可能性がある。ただし，

その適用は，商人や事業者の視点から見て，模倣され

た要素がなおも「独創性を有する」とみなされる場合

に限定される。つまり，当該要素の開発に対する投資

がまだ回収されていないことを支持できる場合に限定

される。しかし，問題の要素が単なる機能的な要素で

あり，従って保護対象となる識別力を欠いており，ま

た特許の存続期間を超える期間について市場で流通し

ている場合がこれに該当することは滅多にない。

（英文原稿受領 2018.2.15）

（和訳監修者 鷺 健志）
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